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要約

　世界経済が十分な数の仕事を創出していない時期に，仕事の世界は著しい変化を遂げつ
つある．ILOの推定によれば，グローバルな失業者数は 2014 年に 2億 100 万人に達し
た．これは2008年の世界危機開始以前を3,000万人以上上回っている 1．さらに，グロー
バルな労働市場に毎年参入してくる 4,000 万人以上の追加的な人々向けに仕事を供給す
るのは，気が遠くなるような課題になりつつある．広範囲にわたる失業に加えて，雇用関
係自体も重要な転換に直面しており，それがさらなる挑戦課題となっている．

雇用関係は確実性を失いつつある…

　本レポートは，正規雇用モデルから離れつつある状況を明らかにしている．通常のモデ
ルでは，労働者は雇用者に依存する雇用関係において賃金や給与を稼得し，安定的な仕事
に従事し，フルタイムで働く．先進国では，正規雇用モデルは徐々に支配的ではなくなり
つつある．新興国・途上国では，雇用の契約や関係について若干の強化が図られてきてい
たが，多くの諸国でインフォーマルな雇用が引き続き一般的であり，グローバルな供給
チェーンの底辺では極めて短期の契約や不規則な労働時間がむしろ広がりつつある（本書
の第 1章と第 5章を参照）．
　今日，賃金・給与雇用はグローバルな雇用の約半分しか占めておらず，サハラ以南アフ
リカや南アジアなどといった地域では労働者のわずか 20％を含むにすぎない．多くの先
進国でも，賃金・給与雇用は逓減傾向をたどっており，歴史的なパターンから乖離しつつ
あるといえる．逆に，自己勘定職や伝統的な雇用者対被雇用者という取り決めの枠外にあ
る雇用形態が増加傾向にある．新興国・途上国では，賃金・給与雇用の増加という歴史的
なトレンドが減速しつつある．ほとんどの途上国では，インフォーマル経済や無給の家族
労働といった仕事の割合が，執拗に高水準を維持している．
　さらに，賃金・給与労働者のなかでも新たな動きが出てきている．賃金・給与労働者の
うちフルタイムの常用ベースで雇用されているのは 45％以下にとどまり，そのシェアも
逓減しているようである．これは世界全体の賃金・給与労働者のうち，10人中のほぼ 6
人はパートタイムないし臨時の雇用形態にあるということを意味する．女性は，臨時でパー
トタイム形態の賃金・給与雇用のなかでは，圧倒的なシェアを占めている．
　要約すると，現在の仕事の世界では正規雇用モデルはますます代表的ではなくなりつつ
あり，このモデルに相当する条件で雇用されている労働者は4人に1人以下となっている．

1　2015 年 1月に発行された『世界の雇用及び社会の見通し』のトレンド版で詳述されている．
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…需要の不足，産出の低下，不平等の拡大の要因になっている…

　雇用関係において進展している転換は経済的・社会的に重要な影響をもたらしている．
労働所得と生産性の間の乖離拡大に寄与しており，世界のほとんどで生産性は賃金を上回
る上昇を示している．続いてそれが総需要の不足に帰結して，その状態が危機以降執拗に
持続している．本レポートの推定では，失業や労働所得が伸び悩み，それが消費，投資，
および政府歳入に影響を与えている結果として，世界需要の損失は 3.7 兆ドルに達してい
る．
　加えて，雇用関係の変化は所得不平等を悪化させている可能性があろう（第 2章）．証
拠は国ごとにまちまちではあるが，平均すると，正規雇用形態は他の種類の仕事に比べて
報酬が良く，過去 10年間にわたって格差は拡大する傾向をたどってきている．臨時やイ
ンフォーマルな労働者，パートタイム労働者，無給の家族労働者など――これらの多くは
女性――については，貧困や社会的排除から影響を受ける割合が不相応に高い．

…正規雇用モデルを軸に構築されている政策や制度について，重大な挑戦課題
を突き付けている．

　新技術や企業が生産を組織化する方法の変化が，雇用関係の変化や新しい仕事形態の広
がりの背後にある重要な要因である．大半の労働者に対して正規雇用モデルを達成するの
はますます困難になりつつある．
　その結果として，公的政策は，非正規取り決めから，常用のフルタイムで従属的な雇用
への移行を促進することだけに焦点を絞るべきではない．あらゆる種類の雇用に就いてい
る労働者向けに，十分な保護が整備されるよう配慮すべきである．本レポートではこの点
から社会的保護と雇用法規制の役割を検討する（第 3章と 4章）．

変化しつつある仕事の性質を考えると，社会的保護の適用範囲を拡張し発展さ
せる政策が必要とされる…

　正規雇用契約労働者向けの社会的保護の適用は不十分であり，多くの給付について適格
性の制限がある．このことは，社会保護制度が大きな割合の労働力に届いて潜在的な利益
をもたらすことを阻害している．そこで，既存の規制を再検討して，変化しつつある仕事
の様式を考慮に入れるべきである．本レポートで示されているように，多くの諸国がこの
面で著しい進展をみせて，その進展に向けて実現可能な青写真を提示している．社会的保
護制度が創設過程にある地域では，最初からさまざまな仕事形態を含める機会がある．制
度がすでに確立している地域では，労働力の構成をより正確に反映して，既存の適格要件
や適用範囲を更新する必要がある．
　そのような政策革新が法的な，そして場合によっては実質的な社会的保護の適用を，非
正規形態の仕事に就いている人々にまで拡張するのに役立ってきている．そのための措置
には，新しい拠出型のカテゴリーの創設，登録・徴税手続きの簡素化，社会的保護制度へ
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の拠出に対する補助金の供与などがある．例えば，アルゼンチンやブラジル，中国，南ア
フリカでは，革新的な形の社会的保護制度のおかげで，脆弱な雇用状況の下にある労働者
の所得保証が改善した．広範囲にわたる先進国と途上国では，政府が社会的保護と労働市
場政策の組み合わせを追求したおかげで，フォーマルな雇用の増加がもたらされている．
　このような前向きなトレンドを除くと，多種多様な雇用形態にある労働者の社会的保護
に関しては著しいギャップが残ったままとなっている．例えば，自営業者向けの拠出型社
会保険プログラムや，非正規形態の雇用に就いている労働者――大半は女性――の年金受
給権は依然として未整備である．

…労働法規制はそのような多様な形態の雇用に適応していなければならない．

　本レポートは，多くの政府は雇用法規制の対象範囲を適合および拡張させることによっ
て，仕事の様式の変化に対応してきていることを見出している．自営業，パートタイム職，
有期雇用，派遣業務などに関連した法規制の分野では，著しい改善が生じている．本レポー
トが発見したところによると，この分野の労働法規制の保護力は分析対象国のほとんどに
おいて，時とともに着実に強化されてきている．この一因は「平等な処遇」法制の導入に
あり，これは非正規雇用と正規雇用の労働者について平等な保護を義務化したものである．
にもかかわらず，旧式ないし不十分な法的枠組みが，変貌を遂げている仕事の性質を十分
反映していない地域では，大勢の労働者は依然として雇用保護法規制で保護されていない．
さらに近年，特にヨーロッパを中心に一部の国々では，雇用の伸びを刺激するために，正
規および非正規両方の雇用に関して労働者の保護水準を削減するという変更がなされてい
る．
　しかし，労働法規制と失業など主要な労働市場指標との関係にかかわる本レポートの分
析によると，労働者保護の削減は失業の減少をもたらさない．それどころか，本レポート
の発見は，実際に，雇用保護を弱めてしまうような設計の悪い変更は，短期的にも長期的
にも雇用と労働市場参加にとって逆効果になる可能性が大きいことを示している．この政
策分野には「万能薬」はない．そうではなく，具体的な労働市場条件とイデオロギーでは
なく結果という証拠に基づいて，注意深く設計されたアプローチが必要であることは明ら
かである．このことから，達成される公算が大きいのは，社会的な対話が進むべき道の発
見に役立つような場合であろう．

グローバルな供給チェーンは経済成長に貢献できるが，雇用の質や社会的な格
上げのためには追加的な努力が要求される

　本レポートでは雇用の様式の変化との関連で，グローバルな供給チェーンの役割も検討
した（第 5章）．ほぼ 5人に 1人の割合の労働者がグローバルな供給チェーンで働いてい
ると推定される．部門別の分析は，グローバルな供給チェーンに参加していると生産性が
高まることを示している．ただし，新興国ではその効果はそれほど大きくない．部門別分
析のさらなる示唆によれば，平均すると，グローバル供給チェーンに参加している部門で
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雇用されている労働者は，グローバル供給チェーンへの参加程度が低い労働者と類似した
賃金を得ている．総合すると，生産性と賃金のこのような乖離は次のことを示唆している．
すなわち，賃金に配分されている付加価値の割合が長期的に低下して，賃金シェアの低下
と所得不平等の拡大につながっている．
　一部のグローバル供給チェーンにおける熾烈な競争と短い製品サイクルも，労働者の雇
用契約や労働時間に影響を及ぼしている．
　このような動向を受けて，社会的対話や労働市場統治の問題が前面に出てきている．企
業の社会的責任にかかわるイニシアティブは広まりつつあるものの，より大胆な措置が依
然として必要とされている．したがって，この点では ILO加盟国による共同と協力が至
上命題である．技術進歩や供給チェーンのグローバル化から派生する失職を他の雇用機会
で確実に相殺するためには，積極的労働市場政策――スキル向上・訓練・教育などを含む
――が必要である．供給チェーンの底辺では労働にかかわる法規制とその執行の両方が必
要である．より一般的には，基本的な基準を手始めに国際的な労働基準を実施することが，
供給チェーン全体を通じて経済的・社会的な利益の並行的な発展を確保するのに決定的に
重要である．これが下向きではなく上向きの収斂への道である．


